
　兵庫県警察が発注するオープンカウンターの実施については、財務規則（昭和39年兵庫県規則
第31号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、このオープンカウンター説明書による
ものとする。
1 オープンカウンターによる見積依頼

　「オープンカウンター」とは、調達に係る見積合わせにおいて、兵庫県警察が見積り
の相手方を特定せず、件名を公開し、一定の資格を有する見積参加希望者（以下「参加
者」という。）から見積書の提出を受け、契約の相手方（以下「契約者」という。）を
決定する方式の見積合わせをいう。

2 オープンカウンターに付する事項
  別添のオープンカウンター仕様書（以下「仕様書」という。）のとおり

3 オープンカウンター参加要件
　オープンカウンターに参加することができる者は、次の要件をすべて満たし、兵庫県
警察の契約担当者（以下「契約担当者」という。）によるオープンカウンター参加要件
の確認を受けた者であること。

(1) 　物品関係入札参加資格者として、兵庫県（以下「県」という。）の物品関係入札参
加資格（登録）者名簿（以下「入札参加資格者名簿」という。）に登録されている者
であること。

(2) 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４の
規定に基づく県の入札参加資格制限基準による資格制限を受けていない者であること。

(3) 　オープンカウンターによる件名等の公開の日から契約者の決定の日までにおいて、
県の指名停止基準に基づく指名停止を受けていない者であること。

(4) 　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生
法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であ
ること。

(5) 　暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団及
び第３号に規定する暴力団員並びに暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安
 委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有す
る者でないこと。

4 見積書の提出　
(1) 　参加者は、オープンカウンター見積書（様式第２号。以下「見積書」という。）

を作成の上、契約担当者より指示された場合は、県が登録時に送付した「物品関係
入札参加資格審査結果通知書」の写しを添付して、仕様書に記載している提出期限
までに提出先へ持参又は郵送等により提出しなければならない。
　なお、見積書を持参する場合は、土曜日、日曜日及び祝日を除く各日午前10時か
ら午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）の間に行うこと。

(2) 　見積書を郵送等により提出する場合は、見積書は封筒に入れて密封をするととも
に、その封皮に「見積書」と表記の上、氏名（法人の場合は、その商号又は名称）、
件名番号及び件名を記入し、二重封筒とし、外封筒の封皮に「見積書在中」と記入
しなければならない。

(3) 　提出した見積書は書換え、引換え又は撤回をすることはできない。
(4) 　契約者となる場合は、見積りの内訳が確認できる書類を提出しなければならない。
(5) 　見積書の作成及び提出に係る費用は、すべて参加者が負担する。
5 見積書の作成方法

(1) 　見積書は日本語で記載し、金額については日本国通貨とし、アラビア数字で表示
すること。

(2) 　見積書は所定の様式によること。
(3) 　見積書の記載に当たっては、次の点に留意すること。

ア　件名番号及び件名は、仕様書に示した件名番号及び件名とする。
イ　年月日は、見積書の提出日とする。
ウ　見積者の氏名及び押印は、法人にあっては法人の名称又は商号及び代表者の氏
　名とし、また、印章は県に届出のものとする。但し、見積書に電話番号、メール
　アドレス、連絡先氏名及び連絡先電話番号を記入した場合は、押印を省略するこ
　とができる。
エ　外国業者にあって押印の必要があるものについては、署名をもって代えること
　ができる。
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オ　見積書の見積金額には、総価を記載し消費税相当額は含まない。
(4) 　契約者の決定に当たっては、見積書に記載された金額に当該金額の100分の10に相

当する額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その金額を切り捨
てるものとする。）をもって契約金額とするので、見積者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった見積金額の110分
の100に相当する金額（消費税相当額を除いた金額）を見積書に記載すること。万一誤
って記載したときは、新しい見積書を使用すること。

(5) 　一度提出した見積書は、これを書換え、引換え又は撤回することはできない。
6 無効な見積書

次の各号のいずれかに該当する見積書は無効とする。
(1) 　前記３のオープンカウンター参加要件を満たさない者が提出した見積書
(2) 　見積書の記載又は押印に不備がある見積書
(3) 　金額を訂正した見積書
(4) 　錯誤により提出したと認められる見積書
(5) 　同一人により２通以上提出した見積書（そのすべて）
(6) 　提出期限までに提出先に到達しなかった見積書
(7) 　前記(1)から(6)に掲げるもののほか、オープンカウンターの参加条件に違反して提

出した見積書
7 同等品による参加

(1) 　仕様書の規格等欄に同等品可としている品目は、同等品によるオープンカウンター
の参加を認める。

(2) 　同等品によるオープンカウンターの参加を希望する者は、同等品申請書（様式第３
号）を作成の上、同等品として申請するもののカタログを添付して、提出期限までに
持参又は郵送等により申請を行い、見積書の提出前に承認の可否を契約担当者に確認
すること。

(3) 　前記(2)により承認された同等品の申請内容に虚偽、錯誤等があり、契約後に仕様
を満たしていないことが判明した場合は、当該仕様に瑕疵が認められない限り、その
一切の責任は契約者に帰属する。

8 契約者の決定
(1) 　見積書の開封は、提出期限の翌開庁日以後に行い、有効な見積書を提出した者で、

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをしたものを契約者として決定
する。

(2) 　契約者となるべき同価格の見積書を提出した者が２人以上ある場合は、立会人がく
じにより契約者を決定する。

(3) 　規則に基づき、契約金額に応じ、契約書を作成し、又は請書を徴する。
(4) 　提出期限までに見積書の提出者がいない場合又は見積書開封の結果、予定価格に達

する者がいない場合は、別途選定した者へ見積りを依頼し、随意契約の協議を行う。
9 結果の公表

(1) 　オープンカウンターの結果は、兵庫県警察ホームページおいて、契約者の決定後
に公表する。

(2) 　兵庫県警察ホームページにおいて公表に付する事項は、件名番号、件名、契約者及
び決定金額とする。

(3) 　兵庫県警察ホームページにおける公表を除き、オープンカウンターの結果に関する
   照会には応じない。

10 契約保証金
　規則に基づき免除する場合を除き、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契
約締結日までに納入しなければならない。ただし、保険会社との間に契約担当者を被保
険者とする履行保証保険契約を締結した場合は、その保険証書を契約保証金に代えて提
出すること。

11 債務不履行の場合の措置
(1) 　契約の解除

ア　正当な理由なしに契約の履行着手期限を過ぎても履行に着手しないとき。
イ　自己の責めに帰すべき理由により履行期間又は履行期限内に契約を履行しないと
　き、又は契約を履行する見込みがないと明らかに認められるとき。
ウ　検査を妨げたとき。
エ　契約条項に違反し、そのため契約の目的を達することができないとき。

(2) 　契約保証金の処分
　契約が解除されたときは、県に帰属するものとする。

(3) 　違約金の納付
ア　履行延滞の場合は、契約金額につき年10.75パーセントの割合で計算した額を支
　払うものとする。



イ　契約解除された場合は、契約金額の10分の１に相当する額を支払うものとする。
　ただし、契約保証金を徴している場合においては、契約保証金の額を控除するもの
　とする。

12 委任等の禁止
　契約者は、契約事務の処理を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。ただ
し、契約担当者の承諾を得た場合は、この限りでない。

13 暴力団等の排除
(1) 　契約担当者は、(3)の意見を聴いた結果、契約者が次の各号のいずれかに該当する

者（以下「暴力団等」という。）であると判明したときは、特別の事情がある場合
を除き、契約を解除するものとする。
ア　暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団、
　又は第３号に規定する暴力団員
イ　暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号
　に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者

(2) 　11(2)及び(3)イの規定は、前項の規定による契約の解除に準用する。
(3) 　契約担当者は、必要に応じ、次の各号に掲げる措置を講じることができるものと

する。
ア　契約者が暴力団等であるか否かについて兵庫県警察本部長に意見を聴くこと。
イ　前号の意見の聴取により得た情報を、他の契約において暴力団等を排除するた
　めの措置を講じるために利用し、又は知事、兵庫県公営企業管理者及び兵庫県病
　院事業管理者に提供すること。

(4) 　契約者は、この契約の履行に当たり、暴力団等から業務の妨害その他不当な要求
を受けたときは、契約担当者にその旨を報告するとともに、警察に届け出て、その
捜査等に協力しなければならない。

14 調査への協力
(1) 　契約担当者は、この契約に係る契約担当者の適正な予算執行を検証するため、必

要があると認めた場合は、契約者に対し、契約担当者が行う調査に必要な出納に関
する帳簿の閲覧又は情報の提供等の協力を要請することができる。

(2) 　契約者は、契約担当者から前項の要請があった場合は、特別な理由がない限りそ
の要請に応じるものとし、この契約の終了後も、契約終了日の属する県の会計年度
を含む６会計年度の間は同様とする。

15 その他
(1) 兵庫県警察の都合により、オープンカウンターを中止する場合がある。
(2) 契約不適合があるときは、契約不適合責任等に係る法令を適用する。



様式第１号

２２２０６２

複合型５種ガス検知警報器の納入

年 月 日

年 月 日

 650-8510

 神戸市中央区下山手通５丁目４番１号

 兵庫県警察本部総務部会計課用度係

内線 担当 森田

1 式

番号 品　目

オ ー プ ン カ ウ ン タ ー 仕 様 書

件　名　番　号

件　　　　　名

数 量 メーカー 摘要型番・規格等

仕様書のとおり

郵 便 番 号

住 所

名 称

連 絡 先 2254
電話(078)341-7441
 FAX(078)341-5169

特記事項

神戸市須磨区妙法寺字野路山1044-1　警備部機動隊庁舎

2022 8 4

2022 10 31

複合型５種ガス検知警
報器

1

納　入　場　所

納　入　期　限

提　出　期　限

提　出　先　等



様式第２号

  （税抜き）

　　上記の件名については、財務規則（昭和39年兵庫県規則第31号）、オープンカウンタ

  ー説明書、オープンカウンター仕様書その他関係書類を熟知の上、上記の金額をもって

  見積りします。

令和　　年　　月　　日

兵庫県契約担当者

兵庫県警察本部長　　様

住所

商号又は名称

代表者氏名

電話番号

メールアドレス

なお、

当　社 課税事業者

は消費税に係る であることを届け出ます。

　私 免税事業者

（注）課税事業者・免税事業者のうち該当する文字を囲むこと。

連絡先氏名

連絡先電話番号

見 積 金 額

２２２０６２件 名 番 号

複合型５種ガス検知警報器の納入件 名

オープンカウンター見積書



様式第３号

　上記の品目について、同等品として認めてくださるよう申請します。

　　令和　　年　　月　　日

兵庫県契約担当者

　兵庫県警察本部長　　様

住所

商号又は名称

代表者氏名

電話番号

メールアドレス

連絡先氏名

連絡先電話番号

同　等　品　申　請　書

２２２０６２件 名 番 号

件 名 複合型５種ガス検知警報器の納入

規　格　等品目番号
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複合型５種ガス検知警報器仕様書

１ 品名・数量

複合型５種ガス検知警報器（MSA アルティア 5X）

２ 総則

(1) この仕様書は、兵庫県警察本部警備部機動隊（以下「機動隊」という。）におい

て購入する複合型５種ガス検知警報器について、必要な事項を定めるものとする。

(2) この検知器は、主に危険地帯における酸素濃度及び有毒ガスを早期に検知し、要救

助者の捜索・人命救助及び隊員の安全確保のために使用する資機材であり、要救助者

・隊員双方の安全性を向上させることを目的として製造されたものであること。

(3) 本仕様書に明記されていない規格等は、メーカー公表の標準仕様とする他、関係法

令に適合すること。

(4) 納入前にメーカー公表の標準仕様に変更が生じた場合、変更届を提出し、承認を得

ること。

(5) 保証期間は、本体３年間／センサー３年間（アンモニアセンサーは２年間）とし、

その他付属品については納入完了の日から 12カ月とする。

(6) 保証期間以降であっても設計不良、製造不良、材質不良等に起因する不具合が発生

した場合は、受注者が無償で修理又は部品交換を行うものとする。

３ 提出書類

(1) 契約締結後、製品の規格書（カタログ）を提出すること。

(2) 納入時、取扱説明書を提出すること。

４ 納入数・検査・納入期限等

(1) 納入数 複合型５種ガス検知警報器 １式

※標準付属品、構成品については別表のとおりとする。

(2) 製品検査を行い、検査合格後、指定場所に納入すること。

５ 仕様

(1) 構成品

ア 複合型５種ガス検知警報器 ＭＳＡ アルティア５Ｘ ※標準付属品含む

イ サンプリングチューブ（7.5ｍ）

ウ サンプリングフロート

エ アルカリバッテリーパック

オ 専用アルミキャリングケース

(2) 寸法・質量等

ア 外形寸法 ：縦 17cm以下×横 9cm以下×厚み 5cm以下（検知器本体）

イ 質量 ：460g以下
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ウ 電源 ：充電式リチウムイオン式電池

エ 標準作動時間 ：約 20時間

オ 標準充電時間 ：約６時間

(3) 機能・規格（検知器本体）

ア ハウジング ：ポリカーボネイト上にラバーコーティングが施されているこ

と。

イ 検知対応ガス ：①可燃性ガス（LEL) ② 酸素（O2）

③硫化水素（H2S） ④ 一酸化炭素（CO）

⑤アンモニア（NH3）

ウ 検知範囲 ：①可燃性ガス 0～ 100%LEL ②酸素 0～ 30%Vol

③硫化水素 0～ 200ppm ④一酸化炭素 0～ 1999ppm

⑤アンモニア 0～ 100ppm

エ 表示単位 ：①可燃性ガス 1%LEL ②酸素 0.1%Vol

【分解能】 ③硫化水素 1ppm ④一酸化炭素 1ppm

⑤アンモニア 0.5ppm

オ 警報音 ：95db以上（30cmからの距離）

カ 光アラーム ：２つの高輝度 LED

キ ガス警報 ：２段階警報であること。

ク 警報振動 ：バイブレーションアラームを備えること。

ケ 警報設定値 ：ユーザーにて設定変更が可能であること。

（低／高アラーム、STEL、TWA）

コ 使用可能温度範囲：－ 20～ 50℃／－ 40℃～ 50℃（短時間使用可能温度範囲）

サ 使用可能湿度範囲：15～ 90% ／ 5～ 95%（短時間使用可能湿度範囲）

シ センサー寿命警告：ユーザーによりディスプレイで目視確認が可能であること。

ス バッテリー警告 ：ユーザーによりディスプレイで目視確認が可能であること。

セ 保護等級 ：ＩＰ６５（防塵・防水）であること。

ソ 防爆認証規格 ：ExiaⅡ CT4X

タ サンプリング ：吸引式（ポンプ内臓式）

チ 本体ケース色 ：チャコール

ツ 本体保証期間 ：３年間（バッテリー含む）

テ センサー保証期間：３年間（アンモニアは２年間）

ト 落下テスト ：３メートルからコンクリートへの落下衝撃に耐えられること。

ナ 操作性 ：片手で３ボタンを操作可能であること。

ニ ディスプレイ ：4.5cm × 3.5cm 以上のモノクロ液晶・日本語表示であること。

ヌ 携帯警報器機能：① 装着者が動けなくなってしまったことを検知し自動で警報

を発する機能を有すること。

（モーションアラート機能【自動式携帯警報器機能】）

② 装着者が意図的に他の隊員に異常を知らせるために手動で

警報を発する機能を有すること。

（インスタントアラート機能【手動式携帯警報器機能】）
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ネ その他 ：① オプションの構成機器または校正ガスを用いてユーザーに

より校正を行うことが可能なこと。

② バンプテストモードにより、検知器が自己診断する機能を

有すること。

③ データログ機能を備えること。

④ 硫化水素／一酸化炭素センサーは１個で硫化水素と一酸化

炭素の２ガスを検知可能なセンサーとすること。

⑤ 電源は、別途アルカリバッテリーパックを購入することに

より市販のアルカリ電池での作動が可能なこと。

⑥ ディスプレイのバックライト点灯時間が変更可能なこと。

⑦ 可燃性ガス、酸素、硫化水素、一酸化炭素の４つのガスの

検知を同時に行い、かつ同時にディスプレイ表示できること。

また、希望によりアンモニアガスセンサーを塩素、二酸化硫

黄、シアン化水素に変更できる機能を有すること。

【最大で５つのガスを同時に検知可能】

６ 補則

本仕様について疑義が生じた場合は、受注者は機動隊と協議を行い機動隊担当者の指

示を受けるものとする。

７ 納入場所

兵庫県警察本部警備部機動隊

８ 納入期限

令和４年 10月末日まで
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【別表】１式の標準付属品・構成品

品 名 数量 備 考

・充電器 １式

・ブロープ付きサンプリング １本

チューブ３ｍ 検知器の標準付属品

・校正チューブ １本

・取扱説明書 １冊

マンホール等の落とし込み用に使用する

サンプリングチューブ 7.5ｍ １本 延長チューブで、標準付属品のプローブ付

３ｍチューブと連結可能であること。

サンプリングフロート １式 サンプリングチューブの先に取付けて液

体の吸引を防止するフロートであること。

アルカリバッテリーパック １個 市販のアルカリ単三電池３本で約 20 時

間の動作が可能であること。

専用アルミキャリングケース １個 検知器・標準付属品、構成品をすべて収

納可能な専用ケースであること。


